鎌倉市市議会議事録抜粋
平成18年6月定例会、7日、01号、p-52

（高橋浩司議員）

　それから、これから [image: image1.png]
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自治基本条例みたいなものを検討していただいてるわけでありますが、そういう中で、市民の役割、行政の役割、議会の役割、こういうものを明らかにする中で、これまで行政サービスとしてやっていたものをですね、市民みずからが自分たちのためということで労働していただく、サービスを提供していただくということで、人員の削減や経費の削減の協力をいただこうと、こういう仕組みがしっかりと兼ね合ってくれば、大変な削減効果が期待できるだろうと、こういうふうに思うわけであります。

平成18年6月定例会、8日、02号、p-173以下

（渡辺隆議員）
　それでは、市民との協働について質問をさせていただきます。鎌倉市の総合計画基本構想では、基本理念として「まちの主権者である市民の英知を集め、真の地方自治の確立をめざします。」と掲げています。第３次鎌倉市総合計画第２期基本計画を見ましても、各部門、至るところで市民との協働をうたっています。時代の変化の中、また地方分権が進む中、行政だけでは賄えない、さまざまな分野の仕事が出てきている背景から、市民参画、市民との協働する体制をつくることが急務になってきているということだと理解しています。市民との協働を考えるとき、まず、この時代の変化の中、行政が果たすべき役割と方向性をはっきり明確に示すことが前提になると思います。市民ができない仕事を行政にやってもらうことに市民は期待して税金を払ってきたのが今までの姿なのですから、多様なニーズに対応し、充実したサービスを提供するためには、まず行政の役割を市民に示すことが前提となってきます。それがなければ、市民には仕事の丸投げと映り、行政に対して税金を払っている意味がなくなると感じてしまうおそれが出てきます。そのことを前提として市民との協働を進める上でのルールづくりとして鎌倉市が制定を目標としている [image: image3.png]
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自治基本条例について伺います。
　この条例は各自治体が必ずしもつくらなければならない条例ではありませんが、あえて鎌倉市が制定をする意義について教えてください。
◎戸原耕蔵　経営企画部長　　条例制定の意義ということでございます。
　第２期基本計画では計画の前提としまして、まず最初に市民自治を掲げております。市民にとって身近なことはできる限り、地域で行おうとする市民のための地方自治を推進することを基本方針としてるわけでございます。この市民自治を推進するため、市民自治の基本となる基本理念と基本原則を定める（仮称） [image: image5.png]


自治基本条例を制定しようとしていくものでございます。本市では、これまでも市民自治の基本となるさまざまな市民活動行われているところでございますけれども、これからも地方自治の確立を目指しまして、市民自治を推進するため、市民参画と協働の仕組みなど自治体運営の基本にかかわる事項をこの条例で定めていきたいというふうに考えております。

◆12番（渡邊隆議員）　わかりました。他市の事例などをまねても意味のあることではなく、鎌倉市独自のものにならなくてはならないと思います。それにはかなりの労力と時間がかかると思いますが、市としてどのような体制で市民中心の作成過程をバックアップしていくおつもりでしょうか。

◎戸原耕蔵　経営企画部長　　この条例の策定に当たりまして、市民の方の検討チームというのが１月にできまして、107名の方が参加をしていただきました。それで、こういった会の運営に当たりまして、まず、運営について市民の皆さんで御論議をいただいた、そういった中で準備会がこれまでに13回、全体会が５回開かれたと、ようやく５月に入りまして、鎌倉市 [image: image6.png]


自治基本条例策定市民会議が発足しましたところでございます。これからの市民会議の体制を整えたところで、これから実際の中身の御検討に入るという形になっております。
　それで、この市民会議の進捗に合わせて連携がとれるような庁内組織を整えていきたいというふうに考えております。今後も事務局としまして市民会議をバックアップしていきたい、このように考えております。

◆12番（渡邊隆議員）　今おっしゃられたように、市民の方々が中心につくっていくわけですから、市がリーダーシップをとり過ぎたり、たたき台をつくり過ぎたりしてはならないんですが、環境づくりや誘導をしていくことは必要だと思います。市の政策を決めるために各部の部長さんがたくさん出ていくような形より、新しい試みなのですから、若手や女性職員なども入れて少数精鋭の専任チームをつくり、独創的に取り組んでいかれればよいと思いますが、そのようなお考えはおありでしょうか。

◎戸原耕蔵　経営企画部長　　鎌倉市 [image: image7.png]


自治基本条例市民会議、これはもちろん市民が主体となって活動する市民会議として発足したわけでございます。市のかかわりというのは、やはりこれをバックアップしていく。ここに尽きるんだろうと思っております。また市としては、自治基本条例、仮称でございますが、市民との協働で制定していくということでございますけれども、やはり市役所の中の若手職員や女性職員、たくさんの職員がかかわっていくような庁内の組織も考えていきたいというふうに考えております。

◆12番（渡邊隆議員）　繰り返しになりますが、新しい試みですので、ぜひ柔軟な体制で臨んでいただきたいというふうに思います。
　それでは次にＰＩの手法について伺います。パブリック・インボルブメント、市民をいかに巻き込むか、これは市民の意見を吸い上げる側面だけでなく、市民に対し、 [image: image8.png]


自治基本条例の周知徹底を図り、参加意識を持ってもらうというのが重要な役割だと思います。これが自治基本条例の成否にかかわる一つのかぎになると思います。できたけれども、ほとんどの市民が知らないでは意味がありません。もちろん市民の代表の方々が手法について考えていくと思いますが、これを重要視して、時間が幾らかかっても進めていくという認識でいるか、確認させてください。

◎戸原耕蔵　経営企画部長　　この（仮称） [image: image9.png]


自治基本条例の制定のためには、市民の皆さんでおつくりいただくわけでございますが、たくさんの市民の方の御意見をいただき、御論議をいただくということが一番もう基本であり、重要なことであるというふうに私ども考えております。また、たくさんの御意見・御議論をいただくための、先ほど申されましたパブリック・インボルブメントの活動というのが重要なことだというふうに考えておりまして、やはりこの活動を通して、鎌倉市民の皆様の条例制定への機運を盛り上げていきたいというふうに考えております。
　ただですね、このＰＩ活動、大変時間、また労力のかかることであり、ＰＩ活動やその中身の検討には十分に、またこれも時間をかけていきたいというふうに考えております。実施計画上はですね、条例の制定の時期、19年度予定となっておりますが、こういった時間のかかる、また労力のかかる活動の状況によっては、これはやはり柔軟に対処するべき必要があるだろうというふうに考えております。

◆12番（渡邊隆議員）　私も大和市の例というのを、ちょっと本で参考までに読んだんですけど、やはり彼らも言ってるのは、ＰＩに始まりＰＩに終わるというような部分があると思いますので、ぜひ力を入れて、急ぐことなく進めていただきたいというふうに思っております。
　もう一つの側面で焦点になるのは、住民投票を行うかどうか。また、その基準についてだと思います。これは市民の代表である議員の役割を考える上でも非常に重要なことになってきます。今回の [image: image10.png]


自治基本条例は、我々議員にとっても他人事ではありません。我々の意見を反映させる場をどのようにつくっていくか、また住民投票に対して現時点でお考えがあればお聞かせください。

◎戸原耕蔵　経営企画部長　　住民投票ということでございます。市民自治を考えた場合、やはり住民投票制度は、この（仮称） [image: image11.png]


自治基本条例の検討項目になるんではないかというふうに思っております。ただ、この条例に盛り込んでいくのかどうかということは、やはり市民の皆様に条例をお願いして、素案をお願いするような形になっておりますので、今後の市民会議の議論の経過を待ちたいと思っております。いずれにしましても、この条例の検討に当たりまして、市民会議の検討内容、これはもう適宜全市的に周知を図る必要があると考えておりますし、情報の共有化を図りながら進めていかなければいけないものだというふうに考えております。

◆12番（渡邊隆議員）　わかりました。これ、やはり住民投票というのはかなり難しい、ナーバスな問題になってくると思いますし、議員、行政、やはり市民と、もちろん市民の方たちの御意見を重要視していくのは当たり前のことなんですけれども、我々の立場ないし行政の立場というのも、かなりこれで変わってくる面も出てくると思います。やはり一人ひとりが一生懸命考えなければならない問題だというふうに思っております。
　鎌倉市では、今まで昭和48年制定の市民憲章をもとに市民自治を進めてきました。早くから市民自治に取り組んできたことは評価しております。今回の基本自治条例制定に向けては、今まで進めてきたことや既存の組織などとの整合性が必要と思われます。例えば今まで協働してきた自治会やＮＰＯの役割についてです。自治会の歴史をたどると、隣組の組織に行き着き、米の配給やどぶ掃除などの共同作業で重要や役割を果たしてきました。今現在の自治会を見てみますと、会費を徴収され、回覧板が回ってくるだけのような認識が大多数であり、自治会に入りたくないと思う人も多くいるような状況と思われます。現在の自治会の役割、また今後期待される役割についてどのようにお考えか、お聞かせください。

◎進藤豊　市民経済部長　　市内には自治会・町内会、現在180ございます。それで、自治会の役割なんですが、現在自治会・町内会は地域住民の親睦や相互扶助、また町内の美化清掃、防災・防犯などの活動を通して地域社会における生活環境の維持改善に貢献しております。また、今後につきましては、市民自治の基本理念であります市民参加や協働を実現する上で、自治会・町内会が、市民の方々が地域のまちづくりを考える最も身近な組織として、まちづくりにおける役割を担うことを期待しております。以上です。

◆12番（渡邊隆議員）　現在でも防災や福祉などで活発に活動している自治会もあります。自治会間の取り組みの熱意に温度差があるようにも思えます。民間の話とはいえ、このような状況の中、自治会とどのように協働を進めていくか、お聞かせください。

◎進藤豊　市民経済部長　　市内の自治会・町内会の現状につきましては、その規模の上でも最大2,600世帯から最小は10世帯にも満たないなど、さまざまであります。また、地域性や住民の特性、さらに地域が抱えている問題が異なることから活動の内容も違ってきております。市では、今後、地域に住み、活動する市民とともに地域の特性を生かしたコミュニティー計画を策定する予定であります。このため、市民に日ごろから、自分の住んでいる地域に関心を持ってもらうことが大切であると認識しており、市としてもさまざまな機会をとらえて地域の活動に関する情報を提供していく考えでございます。

◆12番（渡邊隆議員）　わかりました。やはり情報の共有化というのは、そこの部分でも必要になってきますし、先ほど、 [image: image12.png]


自治基本条例の中で申し上げたんですけれども、やはりその表現が適切かどうかわからないんですけれども、ある程度、市が誘導していくような面もあるのかなというふうに感じております。
　90年代を中心にたくさんのＮＰＯが生まれ、現在もふえ続けていますが、ほとんどのＮＰＯは財政が窮乏しており、人材が集まらない状況です。全国の自治体でも財政難で公共サービスを民間やＮＰＯに委託するところがふえております。とりわけ、出資に対する配当が不要な分、ＮＰＯの有利性が言われています。国のＮＰＯへの寄附金の控除なども早急に検討されなければなりませんが、現在のＮＰＯと市の取り組みの状況について教えてください。

◎進藤豊　市民経済部長　　議員さん、既に御承知のことと思うんですけども、鎌倉市では全国に先駆けて平成10年にＮＰＯセンターの公設市民運営を市民と行政の協働により実現してきました。現在、ＮＰＯセンターには約300の団体が登録されており、この中でリサイクル、子育て支援、それからインターネットなどの分野のＮＰＯが市からの事業を委託されて行っております。

◆12番（渡邊隆議員）　鎌倉市が積極的にＮＰＯの活動を支援してるということは私の方も承知しております。やはり今回の [image: image13.png]


自治基本条例においてもＮＰＯの役割というのは非常に大切になってくると思います。それで忘れてはいけないことは、ＮＰＯは営利団体ではありませんが、ボランティア団体でもないということです。ＮＰＯは収益を上げるために努力して、スタッフにはそれ相応の報酬がなければなりません。このことを前提としてＮＰＯを考えるとき、市がみずからの役割をしっかり認識して、株式会社の参入が難しい医療や教育の分野を含め、どのように協働を進めていくかお聞かせください。

◎進藤豊　市民経済部長　　協働の進め方なんですが、協働の推進の取り組みにつきましては、平成14年７月から平成17年３月にかけて、ＮＰＯと行政職員による協働推進研究会が検討を重ね、協働を推進するための具体的な仕組みづくりを市の方に提案してきております。市では、その提案内容を踏まえまして、関係課で構成します鎌倉市ＮＰＯ等との協働事業推進庁内連絡会の設置、この仕組みの実現に向けて必要な項目の整理を行い、基本的な考え方をまとめました。
　協働の仕組みとしましては、市とＮＰＯが双方向に事業提案をし、また、提案に対する審査も市とＮＰＯがともに行う組織の設置を今年度考えております。市とＮＰＯが対等な立場で役割と責任を分担することで、拡大・複雑化した市民ニーズに対応する協働事業を選定実施することができるようになると考えております。
　また、ＮＰＯと協働を行う事業といたしましては、地域との密着性、先駆性、柔軟性、機動性、多様性などＮＰＯの特性を生かした事業が考えられると思います。以上です。

◆12番（渡邊隆議員）　今まで市民経済部はいろいろと、自治会にしてみても、ＮＰＯにしても取り組まれてきたというふうに思えますし、それを評価するところですけれども、やはり今回の [image: image14.png]


自治基本条例制定に当たっては、経営企画の方と連携を密にして、今までのノウハウを生かしていっていただきたいというふうに思っております。

平成18年6月定例会、22日、04号、p-295

（伊東正博議員）
○副議長（藤田紀子議員）　日程第13「議会議案第４号自治基本問題調査特別委員会の設置について」を議題といたします。
　提出者から提案理由の説明を願います。
◆23番（伊東正博議員）　（登壇）ただいま議題となりました議会議案第４号自治基本問題調査特別委員会の設置について、提案理由の説明をいたします。
　御承知のとおり、さきに策定された鎌倉市第３次総合計画第２期基本計画では、計画の前提として、最初に市民自治を掲げ、市民自治の基本理念、基本原則、市民参画と協働の仕組みなど、自治体運営の基本を明らかにする（仮称） [image: image15.png]
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自治基本条例を市民と協働で制定するとしているところであります。
　地方分権が着実に進む中、全国の自治体において、自治体の憲法とも言われる自治基本条例制定に向けた動きが活発化しているところでありますが、市民自治の基本となるルールづくりに向けて、この際、本市議会としても、市民自治のあり方、議会の役割・機能など、自治基本問題について調査研究を行うべきであると判断し、本議案を提出した次第であります。
　内容につきましては、お手元の議案のとおりでありますので、総員の御賛同を賜りますようお願い申し上げます。
　以上で提案理由の説明を終わります。

○副議長（藤田紀子議員）　これより質疑に入ります。御質疑はありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「なし」の声あり）
　質疑を打ち切ります。
　お諮りいたします。ただいま議題となっております議会議案第４号については、運営委員会の協議もあり、会議規則第44条第２項の規定により、委員会の審査を省略いたしたいと思います。これに御異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「なし」の声あり）
　御異議なしと認めます。よって、議会議案第４号については、委員会の審査を省略することに決しました。
　これより討論に入ります。御意見はありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「なし」の声あり）
　討論を打ち切ります。
　これより採決に入ります。議会議案第４号自治基本問題調査特別委員会の設置についてを採決いたします。本件は、原案のとおり決することに御賛成の方の挙手を求めます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総　員　挙　手）
　総員の挙手によりまして、議会議案第４号は原案のとおり可決されました。
　なお、この際、ただいま設置されました特別委員会の委員の選任をする必要がありますので、日程を追加したいと思います。
　お諮りいたします。自治基本問題調査特別委員会委員の選任についてを日程に追加し、直ちに議題といたしたいと思います。これに御異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「なし」の声あり）
　御異議なしと認めます。よって、この際日程に追加し、直ちに議題とすることに決定いたしました。
　　　　　────────────〇─────────────〇────────────

○副議長（藤田紀子議員）　「自治基本問題調査特別委員会委員の選任について」を議題といたします。
　本件については、鎌倉市議会委員会条例第６条第１項の規定により、議長が会議に諮って指名することになっております。便宜、局長から申し上げます。

◎石井潔　事務局長　　自治基本問題調査特別委員会委員の氏名を申し上げます。
　３番　久坂くにえ議員、５番　納所輝次議員、11番　山田直人議員、13番　前川綾子議員、16番　三輪裕美子議員、17番　小田嶋敏浩議員、18番　高野洋一議員、19番　高橋浩司議員、23番　伊東正博議員、26番　森川千鶴議員、以上10名でございます。

○副議長（藤田紀子議員）　お諮りいたします。ただいま申し上げました10名の方々を特別委員会委員に選任することに御異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「なし」の声あり）
　御異議なしと認めます。よって、ただいま申し上げました方々を特別委員会委員に選任することに決定いたしました。
　議事の都合により暫時休憩いたします。

